6．応募時提出資料
（ご自身での確認のため、用意できた提出物の□に☑（チェック）を付けましょう。）
	
	提出物
	必要部数
	備考

	応募者全員【共同申請の場合】








	□①スポーツ事業継続支援補助金事業に係る申請書（様式A-2）及び別紙「複数事業者による共同申請／共同申請者一覧」【必須】
	原本1部

	

	
	□②事業継続・高度化計画書（様式B-1及びB-2）【必須】

	原本1部

	

	
	□③補助金交付申請書
（様式第1）【必須】
	原本1部

	◇審査の結果、採択となった者の申請書のみ正式受領します。

	法人の場合
	□④定款【必須】
□⑤貸借対照表及び損益計算書（直近1期分）【必須】
□⑥2019年の活動実績を示す書類【必須】
	写し1部
	◇⑤について、損益計算書がない場合は、確定申告書（表紙（受付印のある用紙）及び別表4（所得の簡易計算））を提出してください。決算期を一度も迎えていない場合は不要です。
◇⑥について、様式B-1に記載した2019年度の活動実績のうち、主要な2つについての資料（HP、対外的に発出した文書、公表しているPR資料等）を提出ください。

	任意団体の場合
	□④定款に類する規約等
【必須】
□⑤収支計算書
（直近1期分）【必須】
□⑥2019年の活動実績を示す書類【必須】
□⑦代表者の本人確認書類（次のいずれか：(1)運転免許証の両面、(2)個人番号カードの表面のみ、(3)写真付きの住民基本台帳カード、(4)住民票及びパスポート、(5)在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書）のコピー【必須】
	写し1部
	◇⑥について、様式B-1に記載した2019年度の活動実績のうち、主要な2つについての資料（HP、対外的に発出した文書、公表しているPR資料等）を提出ください。
◇⑦について、住所・氏名・明瞭な顔写真のあるものを提出ください。

	個人事業主の場合
	【④-1又は④-2の提出が必須】
□④-1収入内訳書（様式C）及び直近の確定申告書【第一表、第二表及び所得の内訳書】
□④-2（2019年途中に開業した場合であって、P.5の2（2）④及び⑤の要件を満たすことができない場合のみ）
事業開始以降のいずれかの月において、収入の過半がスポーツに関する物・サービスを提供する事業による収入であり、かつ、当該収入のうち年俸制・月給制による収入が半分未満であることを証する書類及び開業届
□⑤2019年の活動実績を示す書類【必須】
□⑥申請者の本人確認書類（次のいずれか：(1)運転免許証の両面、(2)個人番号カードの表面のみ、(3)写真付きの住民基本台帳カード、(4)住民票及びパスポート、(5)在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書）のコピー【必須】
	写し1部
	
◇確定申告書を書面提出した方で表紙に受付印がない場合には、税務署が発行する、「納税証明書（その2：所得金額の証明書）」（コピー不可）を追加で提出してください。
◇電子申告をした方は、「メール詳細（受信通知）」を印刷したものを受付印の代用として添付してください。
◇⑤について、様式B-1に記載した2019年度の活動実績のうち、主要な2つについての資料（HP、対外的に発出した文書、公表しているPR資料等）を提出ください。
◇⑥について、住所・氏名・明瞭な顔写真のあるものを提出ください。

	共同申請のうち、代表事業者が一括して経費支出し補助金交付を受けようとする場合
	□連携する全ての小規模
事業者の連名で制定し
た共同実施に関する規
約【必須】
	写し1部
	◇代表事業者一括ではなく、個々の参画事業者が、役割分担に従って経費支出を行い、補助事業完了後にそれぞれ補助金の額の確定を受けて補助金を受け取る通常のケースでは、本規約は不要です。
◇同規約には、最低限、①構成員・目的、②全構成員の役割分担、③費用負担の方法、④共同利用する財産の管理方法、の項目を盛り込んでください。

	応募者全員【共通】
	□●電子媒体（CD-R・USBメ
モリ等）【必須】

※必要事項を入力したデータを電子媒体に保存してください。
※押印を要する提出物の電子データは、押印前のもので構いません。

	1つ
	◇電子データは、様式ごとにファイルを分けて、例えば、
　①様式A-1
　②様式B-1
　③様式第1
のように、それぞれ名前を付けて保存してください。その他の様式についても同様です。
◇電子媒体に保存いただいたデータをもとに、採択審査を行います（電子媒体の送付がない場合は、採択審査ができません）。


※用紙サイズはＡ4で統一し、左上1か所でクリップ止め（ホチキス止めは不可）してください。
※提出書類等の作成・送付に係る費用は補助対象外であり、応募者の方にご負担いただきます。申請書類等の返却はしません。
※必須提出書類の提出がない場合は審査することができません。
[bookmark: _GoBack]※必要に応じ、事務局から追加で資料の提出を求める場合があります。
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